
認定権者記載欄 

   

   

様式第５－（ハ）－② 

中小企業信用保険法第２条第５項第５号の規定による認定申請書（ハ－②） 
 

令和  ７年 ４月 ２４日  
柳川市長 様 

（申請者）事業所所在地 柳川市本町８７－１ 

事業所名 株式会社やながわ 

代表者名 代表取締役 柳川太郎 

電話番号（ ０９４４ ） ７３ － ８１１１ 

 

私は、表に記載する業を営んでいるが、下記のとおり、   ●●●●●   (注２)の増加が生
じているため、経営の安定に支障が生じておりますので、中小企業信用保険法第２条第５項第５号の
規定に基づき認定されるようお願いします。 

（表） 

0832 冷暖房設備工事業 0833 給排水・衛生設備工事業  

   

※表には営んでいる事業のうち指定業種に属するもの（日本標準産業分類の細分類番号と細分類業種
名）を全て記載。当該業種が複数ある場合には、その中で、最近１年間で最も売上高等が大きい事業
が属する業種を左上の太枠に記載。 
 

記  
 

１ 事業開始年月日                     平成１７年  ３月 ２１日 

 

２ 月平均売上高営業利益率 

              指定業種の減少率   ３３．３３ ％（≧20％） 

全体の減少率   ２０．００ ％（≧20％） 

最近３か月間における全体の売上高等に占める指定業種の売上高等の割合 

【C】 ８０．００ ％（≧5％） 

Ａ：申込時点における最近３か月間の月平均売上高営業利益率 

（令和 7 年  1 月 ～令和 7 年 3 月）    指定業種【A1】  ２．００  ％

全体【A2】  ４．００  ％ 

Ｂ：Ａの期間に対応する前年の３か月間の月平均売上高営業利益率 

（令和 6 年  1 月 ～令和 6 年 3 月）    指定業種【B1】  ３．００  ％ 

全体【B2】  ５．００  ％ 

（注１）本様式は、指定業種と非指定業種を兼業している場合であって、全体の売上高等に占める指
定事業の売上高等の割合、指定業種及び申請者全体双方の月平均売上高営業利益率が認定基準
を満たす場合に使用する。 

（注２）空欄には、外的要因及び増加している費用を入れる。 
（留意事項） 

① 本認定とは別に、金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。 
② 市町村長又は特別区長から認定を受けた日から３０日以内に金融機関又は信用保証協会に対し
て、保証の申込みを行うことが必要です。 

 

柳商ブ第    号 

令和   年   月   日 

申請のとおり相違ないことを認定します。 

（注）信用保証協会への申込期間：令和  年  月  日から令和  年  月  日まで 

 

                認定者名  柳川市長  松 永  久 ㊞ 

Ｂ － Ａ 

  Ｂ 
×100 

記入不要 

売上高が減少している指定業

種のうち、最近 1 年間で最も

売上高が最大の事業が属する

細分類番号・業種名を記入 

指定業種が複数ある場合で、売上高が最大

の事業が属する業種以外の細分類番号・業

種名を記入 

添付書類の【減少率】を転記 
添

付

書

類

よ

り

転

記 



 

Ⅰ．事業が属する業種毎の最近１年間の売上高等 

業種 最近 1年間の売上高等 

0832 冷暖房設備工事業 ４０，０００，０００円 

0833 給排水・衛生設備工事業 ３５，０００，０００円 

0839 その他の管工事業 ２５，０００，０００円 

  円 

  円 

企業の指定業種全ての売上高等 １００，０００，０００円 

※１ 業種欄には、日本標準産業分類の細分類番号と細分類業種名を記載。 

 

Ⅱ．最近３か月間における全体の売上高等に占める指定業種の売上高等の割合【Ｃ】 

最近３か月間 指定業種の売上高等 全体の売上高等 指定業種の割合 

令和 7 年 3 月 ８，０００，０００円  １０，０００，０００円 【cx】/【cy】×100 

 

 

【C】 ８０．００ ％ 
※小数点第 3 位以下切り捨て 

       例：3.4567→3.45 

令和 7 年 2 月 ８，０００，０００円 １０，０００，０００円 

令和 7 年 1 月 ８，０００，０００円 １０，０００，０００円 

合 計 【cx】２４，０００，０００円 【cy】３０，０００，０００円 

 

Ⅲ．最近３か月間の月平均売上高営業利益率【Ａ】 

①指定業種の月平均売上高営業利益率 

最近３か月間 営業利益 売上高 
月平均 

売上高営業利益率 

令和 7 年 3 月 １５０，０００円 ８，０００，０００円 【aｗ】/【aｘ】×100 

 

 

【A1】 ２．００ ％ 
※小数点第 3 位以下切り捨て 

    例：3.4567→3.45 

令和 7 年 2 月 １６０，０００円 ８，０００，０００円 

令和 7 年 1 月 １７０，０００円 ８，０００，０００円 

合 計 【aw】４８０，０００，０００円 【ax】２４，０００，０００円 

 

②全体の月平均売上高営業利益率 

最近３か月間 営業利益 売上高 
月平均 

売上高営業利益率 

令和 7 年 3 月 ３５０，０００円 １０，０００，０００円 【ay】/【az】×100 

 

 

【A2】 ４．００ ％ 

※小数点第 3 位以下切り捨て 

    例：3.4567→3.45 

令和 7 年 2 月 ４００，０００円 １０，０００，０００円 

令和 7 年 1 月 ４５０，０００円 １０，０００，０００円 

合 計 【ay】１，２００，０００円 【az】３０，０００，０００円 

 

 

 

裏面へ続きます→ 

 

 

 

 

 

 

（申請書ハ－②の添付書類*法人用*表面） 

 

営んでいる業種（細分類番号・業種名）ごとに全て

記入 
最近 1 年間の売上高

を業種ごとに記入 



 

Ⅳ．Ａの期間に対応する前年の３か月間の月平均売上高営業利益率【Ｂ】 

①指定業種の月平均売上高営業利益率 

前年の３か月間 営業利益 売上高 
月平均 

売上高営業利益率 

令和 6 年 3 月 ２３０，０００円 ８，０００，０００円 【bw】/【bx】×100 

 

 

【B1】 ３．００ ％ 
※小数点第 3 位以下切り捨て 

    例：3.4567→3.45 

令和 6 年 2 月 ２５０，０００円 ８，０００，０００円 

令和 6 年 1 月 ２４０，０００円 ８，０００，０００円 

合 計 【bw】７２０，０００円 【bx】２４，０００，０００円 

 

②全体の月平均売上高営業利益率 

前年の３か月間 営業利益 売上高 
月平均 

売上高営業利益率 

令和 6 年 3 月 ４００，０００円 １０，０００，０００円 【by】/【bz】×100 

 

 

【B2】 ５．００ ％ 
※小数点第 3 位以下切り捨て 

    例：3.4567→3.45 

令和 6 年 2 月 ５００，０００円 １０，０００，０００円 

令和 6 年 1 月 ６００，０００円 １０，０００，０００円 

合 計 【by】１，５００，０００円 【bz】３０，０００，０００円 

 

 

Ⅴ．減少率 

①指定業種の減少率 
 

  【B1】 3.00 ％－【A1】 2.00 ％ 

                        × 100 ＝ 【減少率】 ３３．３３ ％ 
【B1】  3.00  ％ 

 

 

②全体の減少率 
 

 【B2】 5.00 ％－【A2】 4.00 ％ 

                        × 100 ＝ 【減少率】 ２０．００ ％ 
【B2】  5.00  ％ 

 

 

（注１）この添付書類の様式は、法人の場合に使用する。 

（注２）認定申請にあたっては、営んでいる事業が全て指定業種に属することが証明できる書類等

（例：取り扱っている製品・サービス等を疎明できる書類、許認可証など）や、上記の売上高

等が分かる書類等（例：試算表や売上台帳など）の提出が必要。 

（注３）表１について、業種がわかる資料［法人の場合：履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本※コ

ピー可）、個人の場合：直近の所得税確定申告書（添付資料を含む）の写し］の添付が必要。 

（注４）代理申請の場合は、委任状（任意様式）の添付が必要。 

 

上記のとおり相違ありません。 
 

令和  7 年 4 月 24 日 
  

事業所所在地 柳川市本町８７－１ 

事業所名 株式会社やながわ 

代表者名 代表取締役 柳川太郎 

 

※小数点第 3位以下切り捨て 
（例：3.4567→3.45） 

 

※小数点第 3位以下切り捨て 
（例：3.4567→3.45） 

 

（申請書ハ－②の添付書類*法人用*裏面） 

 



 

Ⅰ．事業が属する業種毎の最近１年間の売上高等 

業種 最近 1年間の売上高等 

0832 冷暖房設備工事業 ４０，０００，０００円 

0833 給排水・衛生設備工事業 ３５，０００，０００円 

0839 その他の管工事業 ２５，０００，０００円 

  円 

  円 

企業の指定業種全ての売上高等 １００，０００，０００円 

※１ 営んでいる事業のうち指定業種に属するものを全て記載。業種欄には、日本標準産業分類
の細分類番号と細分類業種名を記載。 

 

Ⅱ．最近３か月間における全体の売上高等に占める指定業種の売上高等の割合【Ｃ】 

最近３か月間 指定業種の売上高等 全体の売上高等 指定業種の割合 

令和 7 年 3 月 ８，０００，０００円 １０，０００，０００円 【cx】/【cy】×100 

 

 

【C】 ８０．００ ％ 
※小数点第 3 位以下切り捨て 

       例：3.4567→3.45 

令和 7 年 2 月 ８，０００，０００円 １０，０００，０００円 

令和 7 年 1 月 ８，０００，０００円 １０，０００，０００円 

合 計 【cx】２４，０００，０００円 【cy】３０，０００，０００円 

 

Ⅲ．最近３か月間の月平均売上高営業利益率【Ａ】 

①指定業種の月平均売上高営業利益率 

最近３か月間 売上 売上原価 経費 

令和 7 年 3 月 ８，０００，０００円 ７，０００，０００円 ８４０，０００円 

令和 7 年 2 月 ８，０００，０００円 ７，０００，０００円 ８４０，０００円 

令和 7 年 1 月 ８，０００，０００円 ７，０００，０００円 ８４０，０００円 

合 計 【ax】２４，０００，０００円 【ay】２１，０００，０００円 【az】２，５２０，０００円 
 
営業利益率 ※（売上－売上原価－経費）／売上×100 
 
【ax】24,000,000 円－【ay】21,000,000 円－【az】2,520,000 円 
                                     ×100＝【A1】 ２．００ ％ 

【ax】  24,000,000  円 

 

②全体の月平均売上高営業利益率 

最近３か月間 売上 売上原価 経費 

令和 7 年 3 月 １０，０００，０００円 ８，０００，０００円 １，６００，０００円 

令和 7 年 2 月 １０，０００，０００円 ８，０００，０００円 １，６００，０００円 

令和 7 年 1 月 １０，０００，０００円 ８，０００，０００円 １，６００，０００円 

合 計 【aX】３０，０００，０００円 【aY】２４，０００，０００円 【aZ】4，8００，０００円 
 
営業利益率 ※（売上－売上原価－経費）／売上×100 
 
【aX】30,000,000 円－【aY】24,000,000 円－【aZ】4,800,000 円 
                                    ×100＝【A2】 ４．００ ％ 

【aX】  30,000,000  円 

 

 

※小数点第 3位以下切り捨て 
（例：3.4567→3.45） 

 

※小数点第 3位以下切り捨て 
（例：3.4567→3.45） 

 

（申請書ハ－②の添付書類*個人事業主用*表面） 

 

裏面へ続きます→ 

 

営んでいる事業のうち指定業種に属する全てのもの

を業種（細分類番号・業種名）ごとに記入 

最近 1 年間の売上高

を業種ごとに記入 



 

Ⅳ．Ａの期間に対応する前年の３か月間の月平均売上高営業利益率【Ｂ】 

①指定業種の月平均売上高営業利益率 

前年３か月間 売上 売上原価 経費 

令和 6 年 3 月 ８，０００，０００円 ６，９２０，０００円 ８４０，０００円 

令和 6 年 2 月 ８，０００，０００円 ６，９２０，０００円 ８４０，０００円 

令和 6 年 1 月 ８，０００，０００円 ６，９２０，０００円 ８４０，０００円 

合 計 【bx】２４，０００，０００円 【by】２０，７６０，０００円 【bz】 ２，５２０，０００円 
 
営業利益率 ※（売上－売上原価－経費）／売上×100 
 
【bx】24,000,000 円－【by】20,760,000 円－【bz】2,520,000 円 
                                     × 100＝【B1】 ３．００ ％ 

【bx】  24,000,000  円 
 

②全体の月平均売上高営業利益率 

前年３か月間 売上 売上原価 経費 

令和 6 年 3 月 １０，０００，０００円 7，９0０，０００円 １，６００，０００円 

令和 6 年 2 月 １０，０００，０００円 7，９0０，０００円 １，６００，０００円 

令和 6 年 1 月 １０，０００，０００円 7，９0０，０００円 １，６００，０００円 

合 計 【bX】３０，０００，０００円 【bY】２3，７0０，０００円 【bZ】4，8００，０００円 
 
営業利益率 ※（売上－売上原価－経費）／売上×100 
 
【bX】30,000,000 円－【bY】23,700,000 円－【bZ】4,800,000 円 
                                     × 100＝【B2】 ５．００ ％ 

【bX】  30,000,000  円 
 

 

Ⅴ．減少率 

①指定業種の減少率 
 

  【B1】 3.00 ％－【A1】 2.00 ％ 
                        × 100 ＝ 【減少率】  ３３．３３  ％ 

【B1】  3.00  ％ 

 

②全体の減少率 
 

 【B2】 5.00 ％－【A2】 4.00 ％ 
                        × 100 ＝ 【減少率】  ２０．００  ％ 

【B2】  5.00  ％ 

 
 
（注１）この添付書類の様式は、個人事業主の場合に使用する。 
（注２）認定申請にあたっては、営んでいる事業が全て指定業種に属することが証明できる書類等

（例：取り扱っている製品・サービス等を疎明できる書類、許認可証など）や、上記の売上高
等が分かる書類等（例：試算表や売上台帳など）の提出が必要。 

（注３）表１について、業種がわかる資料［法人の場合：履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本※コ
ピー可）、個人の場合：直近の所得税確定申告書（添付資料を含む）の写し］の添付が必要。 

（注４）代理申請の場合は、委任状（任意様式）の添付が必要。 
 

上記のとおり相違ありません。 
 

令和  7 年 4 月 24 日 
  

事業所所在地 柳川市本町８７－１ 

事業所名  

代表者名 柳川太郎 

※小数点第 3位以下切り捨て 

（例：3.4567→3.45） 

 

（申請書ハ－②の添付書類*個人事業主用*裏面） 

 

※小数点第 3位以下切り捨て 
（例：3.4567→3.45） 

 

※小数点第 3位以下切り捨て 

（例：3.4567→3.45） 

 

※小数点第 3位以下切り捨て 
（例：3.4567→3.45） 

 


